
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決を破棄し本件を仙台高等裁判所に差し戻す。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人毛利与一同金森義徳の各上告理由は、後記のとおりである。

　上告代理人毛利与一の上告理由第三点及び第六点について。

　原判決は、佐藤Ｄが駒橋Ｅの親権者母たる資格において右Ｅの法定代理人として、

（一）昭和二〇年八月被上告人（控訴人）Ｂ１に対し本件家屋の一部（二階六坪及

び階下三坪）を賃貸し、（二）昭和二二年一月被上告人（控訴人）Ｂ２に対し前記

家屋中階下八坪を賃貸した各事実を確定した上、被上告人等は借家法一条一項によ

つて右賃貸借を上告人（被控訴人）に対抗できるとの理由の下に上告人の本訴請求

を排斥した。右確定事実によると、本件賃貸借がなされた当時は、民法第四編及び

第五編が改正される以前の旧民法が施行されていた時代であつたのである。そして

旧民法の規定によれば、親権を行う母は、未成年の子の財産に関する法律行為につ

きその子を代表したのであるが、子に対し親権を行う母は「家に在ル母」であるこ

とを要件とした（旧民法八八四条八七七条二項）。ところが、本件の佐藤Ｄは駒橋

Ｅと氏を異にするのであるから、同人の「家ニ在ル母」とは認められない。従つて

旧民法によれば、ＤはＥの親権者母として同人の法定代理人たる資格を有しなかつ

たものと言わなければならない。そして本件のような場合に関しては、民法附則に

新旧いずれの法規を適用するかにつき明文はなく附則四条本文によつても遡つて新

法を適用すべきものとは認められないので、行為時法たる旧民法の適用ある場合と

解しなければならない。それゆえ、佐藤Ｄが駒橋Ｅの親権者母たる資格において、

右Ｅの法定代理人として本件家屋を被上告人等に賃貸したことを理由として上告人

の本訴請求を排斥した原判決は、法令の解釈を誤つたか、理由不備の違法あるもの

と言うべきである。
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　よつて、上告代理人等のその他の論旨を判断するまでもなく本件上告を理由ある

ものと認め、民訴四〇七条一項に従い原判決を破毀して本件を原裁判所に差戻すべ

きものとし、主文のとおり判決する。

　この判決は、裁判官全員の一致した意見によるものである。
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